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１．賃貸不動産管理業の概要
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１．①不動産業の事業所数、従業者数の推移

事業所数の推移

 0  20,000  40,000  60,000  80,000  100,000  120,000  140,000  160,000

建物売買業，土地売買業

不動産代理業・仲介業

不動産賃貸業

貸家業，貸間業

駐車場業

不動産管理業

平成8年 平成13年 平成18年

 0  50,000  100,000  150,000  200,000  250,000  300,000

建物売買業，土地売買業

不動産代理業・仲介業

不動産賃貸業

貸家業，貸間業

駐車場業

不動産管理業

平成8年 平成13年 平成18年

従業者数の推移

○ 不動産管理業を営む事業所数及び従業者数は、いずれも増加傾向にある。

不動産管理業

事業所数 28,177件（H18年）
［H13年比 7.2%増］

従業者数 172,120人（H18年）
［H13年比 6.6%増］

不動産業（全体）

事業所数 320,365件（H18年）
［H13年比 2.5%減］

従業者数 1,014,844人（H18年）
［H13年比 1.1%増］

出典：総務省「事業所・企業統計調査」
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１．②不動産業における事業所の割合（個人、法人別）

○ 不動産管理業を営む事業所の８８％が法人。これは、建物・土地売買業と並んで高い割合。

経営組織別全事業所数の割合

9.7%

23.5%

34.4%

85.6%

79.7%

6.6%

90.2%

76.4%

65.4%

14.0%

18.3%

88.0%

0.0%

0.0%

0.1%

0.0%

0.3%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建物売買業、
土地売買業

不動産代理業・
仲介業

不動産賃貸業

貸家業、
貸間業

駐車場業

不動産管理業

個人 法人 法人でない団体

28,177

36,101

147,351

43,743

46,983

18,010

（事業所数）

（いずれも平成１８年１０月１日現在の数値）

24,789

6,589

20,585

28,610

35,918

16,239

（うち法人所有）

出典：総務省「事業所・企業統計調査（平成１８年）」
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１．③従業者規模別の事業所数、従業者数の割合

○ 不動産管理業者は、他の不動産業に比べ、１事業所当たりの従業員規模が比較的大きい。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物売買業、

土地売買業

不動産代理業・

仲介業

不動産賃貸業

貸家業、

貸間業

駐車場業

不動産管理業

    1 ～   4人     

    5 ～   9

   10 ～  19

   20 ～  29

   30 ～  49

   50 ～  99

  100 ～ 199

  200 ～ 299

  300人以上       

派遣・下請従業者のみ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建物売買業、

土地売買業

不動産代理業・

仲介業

不動産賃貸業

貸家業、

貸間業

駐車場業

不動産管理業

    1 ～   4人     

    5 ～   9

   10 ～  19

   20 ～  29

   30 ～  49

   50 ～  99

  100 ～ 199

  200 ～ 299

  300人以上       

派遣・下請従業者のみ

出典：総務省「事業所・企業統計調査（平成１８年）」

従業者規模別の事業所数の割合（平成１８年）

従業者規模別の従業者数の割合（平成１８年）
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２．賃貸不動産管理業の実態
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２．①管理業者による賃貸住宅の管理割合

賃貸住宅の管理方法
（対家主）

賃貸住宅管理実施の有無
（対不動産業者）

55.2

2.3

17.1

14.0

11.3
全て自己管理

契約（募集）まで委託し、
それ以外は自己管理

契約（募集）と管理の
一部を委託

契約も管理も全て委託

無回答

8.0

0.2

91.8

はい

いいえ

無回答

一部又は全部の管理を委託している家主は約73％一部又は全部の管理を委託している家主は約73％ 不動産業者の９割以上が賃貸住宅管理を実施不動産業者の９割以上が賃貸住宅管理を実施

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査（家主）［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
○調査対象：賃貸住宅を経営する家主（（社）全国賃貸住宅経営協会の会員）
○配布件数3,000件、回収件数1,277件、回収率42.6% 

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査（不動産業者）［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
○調査対象：（社）全国宅地建物取引業協会、（社）全日本不動産協会、

（社）不動産流通経営協会、（財）日本賃貸住宅管理協会
○配布件数6,376件、回収件数2,318件、回収率36.4%
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２．②管理業者の兼業の状況

89

26.5

42.2

64.5

48.7

11.8

86.6

33.3

51.2

45.8
43.8

12.5

6.3

81.3

27.1

1.6

22.6

9.6 0.2

49.8

0.7

32.4

2.1

24.3

81.2

22.9

84.7

31

15.3

0

20

40

60

80

100

 賃貸の
      仲介      

 売買の
　　　仲介      

開発・　
　　分譲業     

マンション
　　管理業    

　　　建設業   　 ハウス　　　
　　メーカー    

　リフォーム業 　運送・
　　 引越し業  

　　不動産
　　賃貸業
　（自ら賃貸）  

　　　その他     　　不 明     

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協   全  体

兼業業種

N=1730

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
○ 調査対象（有効回答数及び有効回答率）：
（財）日本賃貸住宅管理協会（有効回答数195件、有効回答率21%）、（社）不動産流通経営協会（94件、28%）、
（社）日本住宅建設産業協会（80件、13%）、（社）日本ビルヂング協会連合会（（社）東京ビルヂング協会）（54件、17%）、
（社）全日本不動産協会（465件、16%）、（社）全国宅地建物取引業協会連合会（賃貸不動産管理業協会）（1,016件、25%）

○ 配布件数9,275件、有効回答数1,904件、有効回答率21%
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２．③賃貸不動産管理業の売上高

不動産業全体の売上高に対する賃貸不動産管理業の売上高割合

28.8

3

56.7

2.1
4.1

0 0

15.4

20.8
17.6

7.7
10

15

5

13.3 13.3

2.7

34.6

0.533.3

9

14.9

25.3

4.5 5

0

20

40

60

80

100

   １０％未満          １０％以上
３０％未満

３０％以上
５０％未満

５０％以上
７０％未満

７０％以上
９０％未満

　　９０％以上          １００％  把握していない            不 明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協   全  体

N=1904

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．④管理している賃貸物件の種類（居住用）

居住用の賃貸物件の種類

75.7

3.5

16.5

87.8

93.7

81.4

10

4.1

11.7

41.7

3.3 1.7

51.7

10.7
6.7

5.3

58.5

73.9
70.1

0

20

40

60

80

100

 アパート             マンション            戸建て                社宅                 その他                不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協 全体

N=1904

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑤管理している賃貸物件の戸数（居住用）

居住用の賃貸物件の延べ戸数

14.8

28.8

36.9

9.6

0.9

3.2
1.8

13.1

40.7

19.9

1.8

13.3 13.3

0 0

40

26.8
24.9

7.23

11.1
10.1

12.6

4.1

0

10

20

30

40

50

  ０戸            １戸～50戸     51戸～100戸  101戸～
500戸  

501戸～     
   1,000戸      

1,001戸～
     5,000戸    

 5,001戸以上    不  明         

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協 全体

N=1904

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑥管理している賃貸物件の種類（非居住用）

非居住用の賃貸物件の種類

9.3

27.7

36.1

77.4

53.8

36.7

10.4

2.3

91.7

1.7

8.3

43.4

6.2

45.8

24.8

4.9

7.9

21.9

37

52.5

59.6

0

20

40

60

80

100

オフィス            店舗
（飲食以外）    

飲食店             倉庫                工場                その他               不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協 全体

N=1904

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑦管理している賃貸物件の状況（非居住用）

非居住用の賃貸物件の延べ貸付面積

59

0.6
4.1

0.2

31.8

13.3

1.4

6.7

21.7

28.3

11.7

21.7

8.3

7.2

52.9

5.3

24.6

1.31.1

10.2

4.6
0

20

40

60

80

100

０㎡                ～3,000㎡未満  3,000㎡～
10,000㎡未満        

10,000㎡～
50,000㎡未満      

50,000㎡～
100,000㎡未満    

100,000㎡以上   不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協 全体
（％）

N=1904
出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑧賃貸不動産管理委託の契約形態

17

8.6
6.2

96.8

1.40 1.7

26.7

66.3

0.5

8.2

1.9

7.5

14.7

74.9

0

20

40

60

80

100

管理委託契約書
　　　　による契約       

口頭による契約      委任書面
による契約  

その他                不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協   全  体

管理委託契約書による契約が一般的であるが、口頭による契約もみられる。

（％）

N=1904
出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑨依頼を受けている管理業務の内容

貸主から依頼を受けている管理業務の内容には、バラツキがみられる。

39.8

31.3

95 95 94.6

81.9

70.1

9

1.4

56.7
58.3

60 60

30

3.6

96.8

85.7

44.3

54.2

8182.3

76.3

8.4
5.4

0

20

40

60

80

100

    会計業務            貸主、借主その
他関係者との
運営調整業務  

契約更新手続・
賃貸条件改定
      業務          

　　    清掃業務            建物・設備
管理業務  

解約・
明渡し業務    

その他 
   管理業務      

   不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協 全体

N=1904

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑩居住用賃貸物件の管理手数料

管理手数料は、賃料収入の４～１０％の水準が多い。

15.8 15

6

0.5

4.1

38

44.3

0.5
2.7

18.3

1.7

8.3

3.3

45

7.4 7.9

2.1

26.926.8

13.7
15.3

0

10

20

30

40

50

0% ３％未満            ３％以上
４％未満    

４％以上
５％未満    

５％以上
１０％未満  

１０％以上            不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協   全  体
（％）

N=1904出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑪非居住用賃貸物件の管理手数料

27.3

16.9

0

2.7

6.8

26.7

37.6

13.6

20

13.3

1.7

15

10

8.4

19.2

2.5

21.4

18.1

10.9

15.8

12

0

10

20

30

40

50

0% ３％未満            ３％以上
４％未満    

４％以上
５％未満    

５％以上
１０％未満  

１０％以上            不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協 全体

N=1904

（％）

管理手数料は、賃料収入の５～１０％。

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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２．⑫管理契約の有償・無償の別

「全部を有償で管理」が最も多いが、無償による管理も少なからず存在する。

12.6 12.6

53.9

4.2

81.2

37.7

0

20

40

60

80

100

当社は賃貸

の仲介のみ

一部を無償

で管理

一部を有償

で管理

全部を無償

で管理

全部を有償

で管理

サブリース

（一括借上げ）

（％）

（n=191）
通常受託している賃貸住宅の管理

出典：民間賃宅住宅に係る実態調査（不動産業者）［平成１９年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
○調査対象：（財）日本賃貸住宅管理協会の会員
○配布件数934件、回収件数204件、回収率21.8%
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３．登録制度に対する意向
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３．①賃貸不動産管理業の登録制度の必要性について

賃貸不動産管理業の登録制度の必要性

1

16.5

73.3

11.8

50

35

4.810.8

2.2

13

22.6

62.2

0

20

40

60

80

100

必要                必要ない            どちらともいえない       不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協   全  体

N=1904

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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３．②賃貸不動産管理業の登録制度の必要性について

［必要］を選択した理由

1.6

67.4

47.1

6.4

88.3

70.4

58.6
55.6

42.6

46.7

33.3

26.7

16.7

58.8

17

83.3

51.250.4

62.6

86.6

64.2

1.21.3

29.1

20.3

0

20

40

60

80

100

賃貸不動産管理
業者の質の向上
につながる  

賃貸不動産
を巡るトラブル
　を防止する      

賃貸不動産管理業 
が消費者から社会  

      的認知を受ける              

賃貸不動産管理
業に従事する従業
員全体の資質

向上等につながる  

賃貸不動産管理
業者の差別化
   につながる    

不動産の証券化
でＰＭ業者として
の役割が求めら
れている        

企業の社会的
               責任に応える                

      その他                   不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協 全体

N=1184

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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３．③賃貸不動産管理業の登録制度の必要性について

［必要ない］を選択した理由

21.5

14.6

10.2

3.7

82.6

4.3

8.7 8.7

61.5

34.6

38.5

7.7

0 0

4.8
1.6

4.9

25.3

8.1

20.6

12.3

26.2

79.1

0

20

40

60

80

100

現状で特に
   問題ない  

賃貸不動産管理  
業者の差別化  
    につながる    

枠組み・ルール
ができると賃貸
管理業務が

   わずらわしくなる      

自由に管理報酬
を受領できなく

                なるかもしれない                

規制緩和の
時代に逆行   

       している            

自由競争により、
さまざまなサービス

         が選択できる              

        その他                      不  明            

全宅連 全日 ＦＲＫ 日住協 日管協 ビル協   全  体

N=431

（％）

出典：賃貸不動産管理業に関するアンケート調査［平成１９年 （財）不動産流通近代化センター］
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３．④登録制度に対する家主の意向

申請や書類作成
などの事務作業が

増す
8.3％

規制緩和の流れ
に反している
13.9％

現在の業務に支
障が出るおそれが

ある
11.7％

無回答
14.4％

現状で特に問題
がない
51.7％

無回答
4.5％

わからない
36.3％

反対
7.4％

どちらかと
いえば反対
6.7％

どちらかと
いえば賛成
25.1％

賛成
19.9％

住宅管理の
質が保たれる
 31.8％

無回答
 20.7％

賃貸に関する
トラブルを回
避できる
 13.6％ 不適格な業者

が排除される
 20.3％

入居者が安
心して入居す
ることができ

る
 13.6％

登録を受けた会社／家主本人だけ
が管理を行える制度に対する賛否

登録制度賛成の理由

登録制度反対の理由

(n=575)

(n=180)

(n=1277)

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査（家主）［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
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３．⑤登録制度に対する借主の意向

賃貸住宅の管理をどのような会社（家主）
が行っているかを意識したこと

登録を受けた会社／家主本人だけが
管理を行える制度に対する賛否 登録制度賛成の理由

相当意識して
いる
9.4％

意識したこと
がない
6.8％

ほとんど意識
していない
4.2％

あまり意識し
ていない
21.0％

多少は意識し
ている
29.1％

それなりに意
識している
29.4％

反対
0.3％

どちらか
といえば
反対
2.6％

わから
ない
20.1％

どちらか
といえば
賛成
35.6％

賛成
41.4％

賃貸に関
するトラブ
ルを回避
できる
9.2％

安心して
入居する
ことがで
きる
25.2％

不適格な
業者が排
除される
30.7％

住宅管理
の質が保
たれる
34.9％

(n=309) (n=309) (n=238)

出典：民間賃貸住宅市場の実態調査（消費者）［平成２０年 （財）日本賃貸住宅管理協会］
○調査対象：６ヶ月前から２ヶ月前までの間に賃貸住宅から退去した消費者
○インターネット調査
○回答数309件


